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（太田）それでは基調講演に移りたいと思います。

基調講演は「世界的大競争時代における日本のトッ

プ大学の運命」と題して、東北大学高等教育開発推

進センター准教授の米澤先生にお願いしたいと思い

ます。よろしくお願いします。（拍手）

東北大学の米澤でございます。本日はお招きいた

だきまして、ありがとうございます。また杉山学長

をはじめ、多くの方々にご列席いただいたことを大

変感謝いたしております。

私はここで国際戦略本部の学外アドバイザーとい

う役割を4月からいただいておりまして、そのこと

でお話をさせていただくことになりました。私自身

は一橋大学の卒業生ではないのですが、実は私の恩

師の天野郁夫という者が一橋大学の卒業生であり、

また、私の直接の弟子ではないですが、私が広島大

学で教えていましたときに、たまたま大学院生でい

らした福留先生が今、こちらでお世話になっている

ということで、私にとっては大変、縁が深い大学の

1つではないかと思います。

今日発表するに当たって2つのことで大変躊躇い

たしました。1つはここで大学のランキングの話を

しろというふうに言われたわけですけれども、実は

後でお話しいただく加藤先生に昨年、それもなぜか

ハンブルグでお会いしました。そこでヨーロッパの

日本文化研究というか、日本の社会科学研究のいろ

いろな方々が集まっていらっしゃる会議でご一緒し

ました。そのときに私は大学の評価の話をして、加

藤先生はランキングの話をしたのですが、正直これ

は勝てないというか、加藤先生のマニアックなまで

のお話を後で伺うと思いますけれども、とてもここ

でランキングの話をするのはしんどいなというのが、

私の1つの感想でございました。

もう1つは、当然ながら日本で学ぶ者として、一

橋大学の特に社会科学における研究の蓄積を存じ上

げております。私自身の専門が教育社会学というこ

とで、どちらかといえば教育にかなり特化したとこ

ろとは言え、政策について話をしなければならない

こともプレッシャーでございます。

今日はどちらかというと、たぶんお話をされたい

方は加藤先生、服部先生、それから太田先生ではな

いかと考えまして、その前座として主にランキング

現象の背景について話をさせていただきたいと思い

ます。同時に、むしろ私自身は一橋大学に大変期待

しておりまして、高等教育の問題は今、社会科学の

総力を挙げて、取り組まなければならない問題だと

思います。そういう意味で、むしろ私の足りないと

ころを後でいろいろ教えていただければというふう

に思って、私なりの問題提起をさせていただきたい

と思います。

まず、ご覧いただきたいのは、先ほどから話

題になっています『Times Higher Education

Supplement』というイギリスの雑誌で出てきたラン

キングについて桜美林大学の馬越先生という方が調

べられたものです。これはご覧のように、その中で

アジアの大学は世界トップ100の大学の中でかなり

健闘していることは分かると思います。その中で日

本の大学の数は私から見るとかなり健闘していると

いう言い方もできますが、別の見方もあるのではな

いかとも思います。

馬越先生自体はアジアの大学の専門家ですけれど

も、2つ指摘されています。1つは中国の大学の躍進

ぶりが目立っている。ほとんどの学問分野で日本の

大学数に肩を並べており、早晩抜き去る勢いだと。
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もう1つはトップ大学の中で、アジアが激増してい

る中で日本の大学の数はここ数年あまり変化が見ら

れない。つまるところ、アジアにおいて日本の大学

の存在感は相対的に低下しているとも言わざるを得

ないという話なのです。

これと同時にもう1つ、これも証明の仕方として

はあまりに粗いというふうにされるかもしれないで

すが、これはTOEFLの平均点のスコアを毎年ETS

（Educational Testing Service）というTOEFLをやっ

ている会社が発表しているものです。これはアジア

とヨーロッパの平均点を出したものであります。ア

ジアの中で日本が占める位置をこれだけで証明する

のは非常に難しいですが、日本の点数は192点で、

北朝鮮（朝鮮民主主義人民共和国）が193点です。

アフガニスタンが182点、この辺が最も悪い点数で

す。これに対して韓国が218点、それから中国が216

点、シンガポールに至っては255点です。

昔、10年ぐらい前にこのような統計があったとき

には日本は一生懸命抵抗しておりました。それはど

うしてかというと、TOEFLを受ける日本人の数が圧

倒的に多い。大衆化しているので当たり前ではない

かという議論でした。ところが、ここではデータを

示していないのですが、受験者の総数が今、データ

で出ております。それを見ると実は日本よりも韓国

の受験者の方が多いということが明らかです。当然

ながら韓国の人口は日本の半分ですから、日本語は

言語的に見ても韓国語とそんなに変わりませんので、

明らかに悪いと言わざるを得ないのです。

ヨーロッパは確かに言語的に英語に近いと言いだ

せばそうですけど、絶対的に見たときに点数が高い

わけです。ドイツが251点、それからフランスが238

点です。日本に何の縁もない人が、この点数を見れ

ば、日本人は英語ができないというふうに素直に見

る1つの指標になってしまうということでございま

す。このデータだけでは、必ずしも証明できるレベ

ルまで達していませんが、ともかく外国に少しでも

出たことがある、あるいは外国で活躍されている日

本人の方々には相当大きな危機感があるのは事実だ

と思います。

特に高等教育のマネジメントに実際にかかわられ

た方は、ほとんどご存じだと思いますけれども、国

立大学の大学の在り方について経済財政諮問会議で

世界大学ランキングと一橋大学の競争力

2月に有識者の方々が文書を配られました。これを

読んでみますと、成長力を強化するためには大学・

大学院の改革が極めて重要である。世界中の大学が

ダイナミックに連携・再編に取り組む中で、日本の

大学は世界の潮流から大きく遅れていると。

その後は、実はよくご存じの方は意味不明だと思

ったと思いますが、まず大講座制というのは小講座

制である教授・助教授・助手というものを壊して新

しくした改革のシンボルであります。それから受験

競争をいまさら言うのはかなりおかしな話で、むし

ろ受験競争が少子化の中で厳しくなくなり、学力低

下が問題になっているのが現在です。学閥という指

摘も例えばハーバードのビジネススクールの学閥な

どを見た場合に、これは何の意味があるのかがよく

分かりません。

しかしながら、ここで言っている危機感という

のはかなり大事なポイントです。むしろ私は社会

科学を専門とされている方々に聞きたいのですが、

研究予算の集中やグローバル化プラン、それから

運営交付金の配分ルールの在り方が成果によるも

のとなることなど、ここに書いてあるようなそれ

ぞれの改革は、たぶんむしろある種の政策トレン

ドとしては、かなりリーズナブルな発想なのでは

ないかと思います。

この後、具体的にはこれから中期目標、中期計画

というものがあって、来年度、暫定的な評価が行わ

れ、その成果に基づいて再来年度に次の2011年から

の財政配分の様相が決まるということがあります。

そこで、高等教育の財政配分は、ある意味で大きな

政策上のターゲットになっています。それは文科省

だけでなくて、皆さん大変関心があるところだと思

いますけれども、いろいろな会議で教育の問題が取

り上げられて、その中に国際化、留学生の問題も入

ってきているというような様子が分かります。

では、高等教育というものがどれぐらい大事なの

かということですが、この中で特に大きく取り上げ

られているのが「アジアゲートウェイ構想」という

ものです。この中で航空などと並んで、アジアの高

度人材ネットワークのハブを目指して留学生政策の

再構築が言われ、世界に開かれた大学づくりが謳わ

れております。この発想自体はアジアの状況をよく

知っている人間にとってはリーズナブルなものだと



思います。ともかく、こういう形で大学の問題が社

会科学の正面に今、浮かび上がってきているのだと

思います。

では、どれぐらい「骨太2007」で大学が大事だと

思われているかというのは、また違う話です。この

図の中で大学、大学改革の位置というのはどこにあ

りますでしょうか。これは骨太全体を表したもので

すが、表れているというのは実はここです。一番最

後のこの辺にちらっと表れております。つまり、日

本全体の構造変動の中で、その一部として大学の問

題が扱われていて、その中で誰もが分かるように今、

グローバル化に対しての改革を行い、持続的な成長

を考えるときに、その一要素として出てきているも

のにすぎないし、それの応用問題にすぎない。

しかしながら、ここから先、もし大学政策を考え

るという話になれば、これはまったく別な話に移っ

て、ここから文科省や関連省庁は問題を立てて、

我々はそのグローバル化に対して、大学をこのよう

な形で強化しなければならないというグローバル化

プランを今、作っている最中というふうになるわけ

です。

その「骨太2007」で大学がどのように扱われたか

ということについても、多くの方はご存じだと思い

ますけれども、やはりここで日本の中で世界トップ

レベルの教育研究拠点の形成をつくるという視点か

ら、徹底した改革を行うべきだと。真に実効性のあ

る分野への選択と集中により必要な予算を確保する。

基盤的経費の確実な措置、基盤的経費と競争的資金

の適切な組み合わせ、評価に基づくより効率的な資

金配分を図る、ということです。

これは当然ながら国立大学において特に大きな問

題になっています。従って、かなりうがった見方を

すれば、国際問題の前に国内問題として、我々は世

界の中で認められていることが結果的に国内の予算

を取ることにつながっていくという状況に、特に国

立大学は置かれているわけです。

以上が日本の現状で、まず政策の論理の中で大学

が持つ位置付けがどこまで高まっているかどうかは

別として、大学問題が社会科学の非常に大きな一面

にかかわってきていることがお分かりなったと思い

ます。

では世界はどうなのかということについて、さら
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にお話をしたいと思います。私なりに整理するとこ

んな感じになるのではないかと思います。

まず1980年代に、日本と欧米諸国の間に大学の構

造改革に於いて決定的な差が出来てしまったのでは

ないかというのが私の解釈です。1980年代というの

はご存じのように、日本はバブルに入りつつあって、

日本の輸出製品がうまく第2次石油ショックを乗り

越え、海外に広がっていくわけです。

その時期にアメリカ、ヨーロッパは不景気にあえ

いでいたわけです。そこで構造改革が行われていき

ます。一番大きな構造改革の1つとして大学問題が

扱われていて、特にヨーロッパで80年代以降、進

学率がそれまで10％や15％ぐらいだったものが、

今の水準ですとだいたい40％、50％ほどになって

います。

その過程でヨーロッパが選択したのは徹底した財

政緊縮と、それから日本とはまったく比較にならな

いほど少ない授業料への転化、あるいは大学への財

政配分の縮減を行いました。その中で1つの政策と

して出てきたのは留学生に対してはフルコストの授

業料を徴収するというもので、英国やオーストラリ

アなどがこのような選択をしました。これは、この

時点では基本的には私は善意に考えれば、これらの

国々が、不況と財政難の中でやむを得ず取った政策

なのではないかと思います。そして、この時点では

まだ、高等教育は公共財という考え方が非常に強か

ったのではないかと思います。

日本もまったく何もしなかったわけではなくて、

覚えてらっしゃる方も多いと思いますけれども、有

馬元文部大臣などがバブルの絶頂のころに東大総長

として、頭脳の棺桶キャンペーンを行って、国立大

学の財政があまりにひどく、施設がむちゃくちゃで

あるということでキャンペーンを張られて、その後、

施設費がだいぶ出るようになりました。

それからゴーマン・レポート騒動がありまして、

東京大学がゴーマン・レポートという世界大学ラン

キング、そのころあったものですけれども、これは

『Times Higher』よりはるかに精度が低いといわれ

ていますが、それで四十何位だったと。これは問題

ではないかということで騒いで、多少順位が上がり

ました。

その後、1990年代に入り、ここに書いてあるよう
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ないろいろなことが起きていく中で、質的な高等教

育システムの拡大と留学生市場の拡大が両方から起

きてきます。この時点で例えばマレーシアなどを考

えた場合に、マレーシアはご存じのようにブミプト

ラ政策というマレー系優先政策を取っています。マ

レーシアは、中華系、インド系（タミル）系の人口

が過半数を占める国ですが、その中でマレー系に有

利な自国の大学に通えないという理由で、25％ぐら

いが外国の大学に留学していたという特殊な事情が

生まれてきます。

こういう中で1997年にアジア経済危機が起きて、

このときにアメリカ、ヨーロッパ、特にイギリス、

オーストラリアでアジア市場は本当に大事である

ということが認識されていくわけです。その時期

からちょうど秋葉原の電機店が郊外にチェーン店

をつくるような形で、留学生が自国に来るのを待

つのではなくて、留学生のいるところにキャンパ

スを設けてやっていくべきではないかという話が

あり、マレーシア、シンガポールにイギリスやオ

ーストラリアなどの大学がキャンパスをつくって

いくことになります。

この時期、日本は何をしていたかというと、やは

り国際大学ランキングの騒動がもうすでに始まって

いました。『Asiaweek』の大学ランキングは90年代

後半にやっていましたけれども、その中で東大は1

位を取っていましたし、日本の大学はほとんど上位

を取っていました。その中で東大の蓮實重彦先生が

総長だったときに、ランキングそのものを、これは

我々が参加するに値しないということをおっしゃっ

て、参加しない、参加拒否としました。

中国の大学も実はそのころ香港がベースの

『Asiaweek』に対して参加拒否をしました。憶測と

して言われている最大の理由は、香港大学の方が北

京大学より上だったからという話がありますが、分

かりません。台湾も一時データを出さないようなこ

とをやっています。

さらにボローニャ宣言がヨーロッパで1999年に出

されます。その前からエラスムスという形で徐々に

留学生交流は進んでいましたが、この宣言により欧

州高等教育圏を作り、ヨーロッパ全体として高等教

育の魅力を高めようという話になりました。魅力を

高めようということは、要するにヨーロッパが魅力

世界大学ランキングと一橋大学の競争力

がなくなってしまうのではないか、このままいくと

アメリカ、イギリスに頭脳流出してしまうのではな

いかという危機感をたぶんヨーロッパ大陸の人はも

っていたのだろうと思います。

さらに2000年代に入って、オーストラリアは高等

教育を主要輸出産業と位置付けて、アメリカはアメ

リカで高等教育サービスをWTO問題として提訴して

いきます。日本あるいはアジア諸国に対して、より

開放的な高等教育市場をつくるべきだという要求を

していくのです。結果的には日本は、2000年初めの

ころには、WTO問題として高等教育を話し合うこと

に対しての封じ込みを図っていきます。最大のポイ

ントはこれを教育の問題として扱おう、貿易の問題

として扱わないということで、そのためには質保証

の仕組みをつくらなければいけないということで、

国際的質保証づくりを行っていきます。

今、国立大学および私立大学、すべての大学は認

証評価を7年に一度受けることになっています。こ

の1つの要因は政府の方針というか、日本が国家と

して高等教育の質を保証した上で、ほかの国に対し

て質の保証を迫るというものでございます。

こういうようなことが起きていくわけですけれど

も、その一方で大学ランキングへの注目が起こりま

す。大学ランキングというのは基本的に日本は有利

になります。どうしてかというと、いい大学という

か、トップにある大学とそうではない大学がはっき

り分かれているからです。イギリスもそういう傾向

がありますし、アメリカもそういう傾向があります。

これに対してヨーロッパ、特にドイツ、フランス

みたいに比較的大学の間の関係が平等な、対等な関

係にあるところは不利です。それはもう明らかだと

思います。ヨーロッパ大陸では、非常に大きな焦り

が出てきます。トップにランクされない。それから

途上国のあつれきがあります。これは結局先進国し

か載らないし、中進国が頑張って載るという世界な

ので、例えばアフリカ諸国なんていうのは完全にお

いていかれるわけです。

これに対してまずユネスコが問題視をしていきま

す。さらに今度はOECDがこのWTO問題にまず絡ん

だ形で、ついに昨年の12月にOECDとしてランキン

グの存在を認め、その上で我々は高等教育施策とし

てどう対処しなければいけないのかということの専



門家会議を開いています。こういうような形で国際

機関が注目し始めています。

これはどういうことなのかという背景を考えていき

たいのですが、ここが私が一番教えていただきたいと

ころでもありますけれども、教育の世界から見るとこ

う見えるという話です。ここで話した話は結局ポスト

工業化社会、特に現在でいう知識社会というものにど

うやってつながっていくのかという話だと思います

が、これがどんどん進行していることを世界の途上国

を中心とした視点から捉えてみましょう。

まず2000年に出てきたのは『Higher Education

in Developing Countries』という世界銀行の報告

書です。この中でポイントになったのは、世界の大

学の学生人口の半分以上はどこで学んでいるかとい

うことです。単純に言えば、途上国です。つまり大

学問題は先進国の問題ではなくて、途上国も間違い

なく入っている問題なのではないかということです。

次に2002年に出た『Constructing Knowledge

Societies : New Challenges for Tertiary

Education』です。なぜ、世界銀行がこの報告書を

出したかというと、知識社会というものに途上国ま

で含めて世界全体が巻き込まれたということを認識

したからです。簡単に言えば、初めの方に書いてあ

るのは世界の富の半分以上は知識で生み出されてい

る。これはどういう計算をしているかは、十分に私

は専門的な知識を持っていませんが、そのように考

えた場合に途上国、つまり世界の中心でない国がそ

こに参加しないこと自体がもうすでに問題であると

いう考え方で、これは今の高等教育政策の世界的な

流れの大きなポイントになってきています。

こうなってくると、高等教育政策の在り方が日本

やフランス、ドイツなどという国ごとの国内の問題

ではなくなってきています。やはり国家戦略として

考えれば、国全体が世界に向けてどういうふうに動

いていくのかということで考えざるを得ない状況が

生まれてきたという議論がオーストラリアから出て

きました。

20世紀のころにバートン・クラークという社会学

者の方がつくられた論議があるのですが、高等教育

システムというのは大学あるいはアカデミックな世

界と、政府と、市場と三者が調整し合って、そのシ

ステムのあり方が決まってくるという話です。大学

世界的大競争時代における日本のトップ大学の運命
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自体の組織構造を考えれば、これはアカデミック・

ギルドですから、組合的な要素を持っていて、かつ

専門知識を持っているという意味で権威があるわけ

です。

この部分のパワーは今でもあって、例えば私が3

月まで大学評価・学位授与機構につとめていて実感

として分かるのは、最終的に社会科学にしても自然

科学にしても、この学問はいい、悪いということは

素人には絶対分からないということです。これは専

門家の方々が決めることです。従って大学で何がい

いのか悪いのか、あるいは大学の在り方をどうする

のか、学問の将来をどうするかということに関して

は、やはり大学の意見が尊重されるし、専門家しか

実情が分からない部分がすでにあるわけです。

これに対して政府は公的な資金を握っているとい

う意味では非常に強いわけです。政府の背後には当

然納税者がいるわけですけれども、政府は公的な資

金は大学に出します。中世までさかのぼれば、大学、

例えばケンブリッジやオックスフォードなどを考え

ればいいと思いますが、大学自体が所領を持ってい

て、大学が事実上領主のような役割を果たしていた

時代もあります。

ところが19世紀以降になると、これはベルリン大

学などが出発点ですが、近代科学をやっていく上で

は実験装置が必要で、施設が必要になりました。国

家が大学を支えなければ大学での研究活動自体が成

り立たないというような問題が出てきました。現在、

当然ながら研究資金がなければ大学は回らないとい

うのは、少なくとも自然科学、工学の世界では常識

だと思います。

そのように考えた場合、政府の役割、すなわち政

府は大学に対して大きなお金を払うという意味では、

大学の国全体の中での在り方について要求すること

が起こります。ここで、政府のパワーが生まれてき

て、ある評価を行いたいというふうに思います。一

方で学生がいて、それから知識を使うユーザーとい

う意味では企業や一般社会があるわけですが、これ

らのステークホルダーは、資本市場を通じて大学に

対する圧力を持っているわけです。

この中でどういう調整があるかというのが問題に

なるわけですが、今度はこれが国外の問題、日本全

体の高等教育としてどうなのかという話になって、か
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つそれを日本全体としてどう有効に活用していくか

という話になれば、これらの三者の立場はもう一体

となって考えるしかないだろうという話になります。

マージンソンとローズという方々が言っているこ

とですが、グローバル化した高等教育システムでは、

政府、大学、市場、さらに地方、それから国という、

この全部が一体になっていかなければいけないとい

う時代に入ってきているのではないかという問題提

起をしました。これは要するに日本を含めて、アジ

ア全体で高等教育の国家戦略化が進んだ背景の説明

になると思います。

他方で、アメリカですけれども、アメリカは1980

年代に例えば今でも残っているのはテンプル大学な

どですが、日本の高等教育に対して州立大学を主体

として様々な大学が進出をしたわけです。その背景

には、二階堂さんという政治家がいらっしゃったん

ですけれども、「二階堂委員会」というのがありまし

て、それはよく突き詰めてみると、どうも自動車を

中心した日米経済摩擦のバーターとして高等教育の

輸出を考えたというまことしやかな説があります。

同時に日本の経済や社会を学ぶこと自体が、この

時点でアメリカの大学にとって意義があると考えた

のでしょう。なお、アメリカは、先ほど言いました

WTO問題として2000年ごろに再挑戦してきて、も

う1回アジア市場に入っていこうというときに、高

等教育における非関税障壁があるとの圧力をかけて

きました。しかし、実はアメリカの中でこのような

圧力行動の背景となる部分を担っているのは高等教

育の世界の中ではそれほど大きな勢力ではありませ

ん。2000年ごろにWTOで教育サービスが議論に入

ってきたころにバックにあったのは商務省関係だと

いわれています。このさらにバックにある高等教育

機関というのは基本的にはeラーニングや、かなり新

しめの大学だといわれていて、伝統的な大学はむし

ろこういうサービス貿易などの考え方に対してはあ

まり積極的に動いていなかったというふうにいわれ

ています。

それからオーストラリアが輸出産業として明確に

位置付けたのは2000年ごろですけれども、これは

これでたぶん省庁関係のいろいろな調整の中で、高

等教育は輸出産業として重要だとアピールしたい人

たちがいたというのも事実だと思います。

世界大学ランキングと一橋大学の競争力

それからヨーロッパは、特にイギリスがアジア太

平洋を重要な高等教育の進出拠点だと考えました。

イギリスの場合は、もともとのイギリス自体が持っ

ている世界に対して影響力を持ちたいという意識は

当然あると思います。それからオランダ、ドイツな

ども進出していますが、これが必ずしも収入と結び

付いているわけではないので、ただ、アジア太平洋

地域が重要拠点と認識されたという捉え方で十分で

はないかと思います。

一番ここの中でキー・プレーヤーだったのがマレ

ーシアとシンガポールですが、マレーシアはイギリ

ス、オーストラリアなどの大学を地元の教育サービ

ス企業、あるいは大学、学校と結び付けるという合

弁の形を取りました。これがなぜ生まれたかという

と、先ほど言いましたように90年代半ばぐらいに特

に中国系、あるいは非マレー系の方々が海外に留学

していくということが事実上問題になったのだと思

います。その中で高等教育をマレーシアで拡大して

いくためには、経済的に絶頂期にあった中で、民族

資本で私立大学をつくっていくべきではないかとい

う議論がありました。

その後でいわれているのは、マレーシアのそうい

う留学ニーズをもつ人々を直撃する形で1997年のア

ジア経済危機が現れて、海外に行けなくなりました。

そこで割安な形で現地でマレーシアにいながらイギ

リス、オーストラリアの学位が取れる道を探ってい

く。90年代の半ばごろにはすでにTwinningという、

日本でもアメリカの大学は日本からするとそうだっ

たわけですけれども、初めの1～2年で日本やマレー

シアで学んで、その後、アメリカやイギリス、オー

ストラリアなどへ行って学位を取るというやり方が

ありました。卒業は現地ですから、それは構わない

わけですけれども、それを最後の方ではマレーシア

に3年間いながら、イギリスやオーストラリアの学

位が取れるようになり現在に至っているわけです。

今度はこのしくみそのものが、結局マレーシアで

割安な学費で、かつ特に非英語圏を通してフレンド

リーな環境で学位が取れるということで、ここから

先、これは商売になるのではないかということで、

アジアとイスラム圏の両方をにらみながら外国人学

生を獲得しようというふうに動いています。

次にシンガポールですけれども、シンガポールは



これとはまったく対極な戦略を取ります。一方では

Distance Educationという名前で、いろいろな教

育サービスが入り込んでいますけれども、トップの

ところでEconomic Development Boardという、

教育省ではなくて日本でいう経済産業省に当たるよ

うなところがイニシアチブを取って、世界のトップ

大学、これは実に大学ランキングがトップだからと

いって引っ張ってきたみたいな世界らしいですが、

そういうところにターゲットを当てて、シンガポー

ルの大学との提携を進めていくということをやりま

した。

その一方でご存じのように、シンガポールの大学

は学費をかなり安くした上で、あるいはシンガポー

ルと同じ学費プラス奨学金を出して、特にアセアン

諸国、中国から優秀な人材を留学生として受け入れ

る。それを受け、今度卒業した後に労働ビザを与え

て、そこである種の知的人材としてプールするわけ

です。そういうことをして知的な人材を養成しつつ、

優秀な人材を確保することを行ってきました。

さらに、この辺は有名過ぎるのであまり触れませ

んが、韓国はBrain Korea 21、中国は985工程などを

使ってトップ大学に資金を集中させました。これは

ご存じのように日本のCOEのモデルになっていると

いえます。

こういう形で国家戦略化していく中で、日本でも

徐々に後れを取るとまずいのではないかと考えられ

始めてきていると思います。特に、中国は、さらに

その先を行きそうです。それが1つの大学ランキン

グの背景なのではないかと思います。

これは『Times Higher Education Supplement』

と同時に有名なのが上海交通大学がやっている世界

大学ランキングで、主に科学的な指標、自然科学に

関する計量的な指標ですが、例えば引用度やノーベ

ル賞の数、『Nature』や『Science』に載っている論

文の数など、そういうものを使って作ったランキン

グです。これを上海交通大学の劉念才先生という方

が始めて、インターネットで公開を始めました。そ

れが2003年で、この後、半年後ぐらいに『Times

Higher』でイギリスが始めるという形で、これはま

た違うタイプの世界大学ランキングが始まります。

これが、今でも世界のランキングの2大勢力だと思

います。

世界的大競争時代における日本のトップ大学の運命
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この上海交通大学がランキングを始めたきっかけ

は、劉先生が何度も直接おっしゃっている話ですが、

これはもとは中国向けだったと、国内向けに作った

ものであるということをおっしゃっていたのが一番

印象的です。要は、確かに中国は985や重点大学と

いうものをやっているけれども、まだ高等教育にお

金が欲しいというのが大学人のかなり本音のところ

ではないか。そのときにどういうアプローチの仕方

をしようかということで、このような世界トップ大

学と中国の大学との違いを明らかにするという目的

がありました。

つまり世界のトップ大学に対して、実はこれは中

国があまり高くならないようになっています。その

最大の理由はノーベル賞が出るともっと上がるよう

な仕組みになっていますけれども、それにしても中

国がまだ世界に追い付いていないことをアピールす

るのに好都合だからです。

つまり、このトップ大学に対して中国はこういう

ような形で、ここが足りないということをアピール

しているわけで、従って、逆に言えば中国の国内向

けの問題に対して、我々は踊らされているのではな

いかと思います。

さらに、これはジャパン・パッシングみたいな話

になってきますが、アメリカから見るとこういうふ

うに見えるという話です。アメリカから最近『World

Class Worldwide』という本が出ました。これはボ

ストンカレッジのアルトバックなどが編集したもの

ですが、世界の中所得国の大学がどのような国家戦

略、あるいはどういう形でトップ大学に伸びてきて

いるかという話です。

例えばインドほど国家戦略はないと思いますが、

IIT（インド工科大）が伸びているのはご存じだと思

います。中国、インド、それから韓国、そして今度

はラテンアメリカのメキシコ、ブラジル、アルゼン

チンなどでの世界水準大学形成についての話です。

ランキングの話に戻しますと、これからたぶん

『Times Higher』を中心に加藤先生が話をされると

思いますが、個人的には私は『The Financial

Times』に日本の大学が載っていただきたいと思い

ます。『The Financial Times』はビジネススクールの

ランキングですが、これはもちろんいろいろな意味

で問題があります。英語圏を中心としたもので、英
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語で教育しているのが当然の世界で、そこでどこが

載るかという話だと思います。

しかしながら現実問題として、7位にシンガポー

ルと言っていいのか分かりませんが、フランスとシ

ンガポールの両方に本拠地を持ってるINSEADが載

っています。それから、これも完全に英語ですから

中国と言っていいのか分かりませんが、ただ私自身

はあまり実態を知らないですけれども、Ceibsとい

うところが載っています。それからスイス、それか

らこれはだいぶはしょって40位ぐらいからのデータ

ですけれども、オーストラリア、カナダ、アメリカ、

南アフリカ、ブラジルが載っています。ここに日本

はまったく載らないということが私は深刻だと感じ

ております。やはり一橋大学が載らないと、これは

本当に日本の大学は裁量がないのではないかという

のが私の一番期待するところです。

また、現在の状況をランキングだけで考えるべき

なのかということをもう1つ話をしておきたいと思

います。大学間の競争は別に日本だけのことではな

くて、世界中が競争しているわけです。そこの中で

英語圏の間はどうやって競争するかというと、金な

のです。いかに質が高い教育を与えることで学生を

集めるかだと思います。

これはガイガーという方のアメリカの研究大学の

本に掲載されているグラフですが、この中でアメリ

カの私立大学と州立大学において教育に掛かってい

る学生当たりのコストと、それから授業料の推移を

見たものです。低い方が80年代で、これは2000年

です。ここ20年か25年ぐらいの間に私立大学、州立

大学とも授業料が上がっています。

『Newsweek』とかを見ると驚くべき数字が並んで

いまして、カリフォルニアの例えばUCLAや、我々

がよく知っている州立大学に州外から入ると2万ド

ルの授業料が掛かります。さらに、学生が払ってい

る学費よりも、実際に掛かっている学生当たりの費

用の方が多いらしい。つまり、プライベートなとこ

ろにして実は黒字ではなくて赤字というか、ほかの

基金などの収入を使って教育をしているというよう

な話が出てきます。

これは『US News and World Report』誌のアメリ

カ国内向けのランキングですが、学生が何を基準に

選んでいるかという中で注目しておきたいのは、1

世界大学ランキングと一橋大学の競争力

つはトップのプリンストンとハーバードで、これは

ウェブサイトからすぐ見られるものですけれども、1

つは学生と教員の比率です。結構一橋大学はいい線

行っているかもしれませんが、これがやはりアピー

ルする要因として入っています。それからもう1つ

はこれは20人未満のクラスが何％というように、少

人数教育が、ランキングの要素の中に入っているわ

けです。

国際的に魅力ある大学をどういうふうに実現する

かというときに、やはりいろいろな局面があると思

いますけれども、日本が高等教育の国際化において

2つの局面を持っているということは一貫して不利

に働いているように見えます。

日本、フランス、ドイツに共通しているといわれ

ているのですが、国内的文脈の国際的敷延、つまり

日本語を使って日本の学問、もちろん優秀なものを

世界に普及させていく、これは非常に大きな役割と

してあります。それから同時に国際的文脈の国内へ

の導入。欧米あるいは中国を中心としたグローバル

といわれている学問体系を日本に持ち込む、これは

相当にコストが掛かりますし、日本の場合その両面

が並立している。これはタイヒラ―が言った話です。

これはシンガポールやオランダの場合はまったく

そうでなく、完全に生命線で国際化しなければ生き

ていけないことがはっきりしているのです。また、

イギリス、アメリカは国際化と言いますが、我々と

全然違う感覚で、国内的文脈の敷延でいいわけです。

従って、その中で非英語圏である程度の規模を持つ

G8諸国は非常に厳しい状況に置かれています。

さらに認識の遅れ、韓国ほど徹底して国際化しよ

うとしていないし、中国ほど国内的競争が厳しくな

い。さらにアジアの急速な変化を捉えきれていない、

私自身も含めて捉えきれていないというふうに思い

ます。

それから深刻な英語力不足があるのだと思います。

しかしながら、やはり日本のトップ大学において今、

特に就職市場で学生さんを見たときに、深刻に思う

人が少ないのではないでしょうか。ここ1年ぐらい

は就職できますよね。就職できるということは国内

慣行が一時外資系に近くなるのではないかといわれ

ていましたけれども、これは完全に今、戻っていて、

完全に大卒採用が復活しています。その中で企業内



で何とかやっていけるのではないかというイメージ

が短期的にはあるわけです。そうすると、日本は世

界の労働市場の流れからますます孤立していくこと

になります。

国際化というのは実は底辺部分でも起きていて、

大学ランキングの留学生データを見ると、ぞっとす

るぐらい知らない大学というか、あまりレベルが高

いと思われてない大学が上の方に来ているというこ

とにびっくりするわけです。つまり、国内での威信

との不一致です。

そういうふうに考えた場合に、これは単純な模式

ですけれども、日本全体として考えた場合、国際的

に活躍したい日本人学生、それから外国人学生のニ

ーズにどうやって対応するかということが大きなポ

イントになっています。これはたぶん一橋大学みた

いな国公立大学のトップの大学しかできないし、あ

るいは慶應大学、早稲田大学みたいなトップの私立

大学しかできない部分だと思います。

もちろん国内的な教育基盤の危機論は当然ありま

すし、あるいは極論を言えば国立大学にだけなぜ国

のお金を払うのかということ自体が問題とされるの

ですが、そういうことは置いておいて、やはりここ

の部分が伸びないと絶対に世界ランキングには絶対

のらないという意味で、一橋大学は大きな役割を果

たすべきなのだと思います。

私自身は教育の非常に狭い世界から考えたのです

けれども、経済の問題や社会の問題とよくリンクし

た上で知識社会、あるいは知識経済と一体化した問

題なので、それに対して日本がどうやって生き残る

のかという部分を考えた上で人材育成のポリシーを

立てざるを得ないのです。

そういうふうに考えた場合に、私自身は40年、50

年のスパンで考えていただきたいと思います。たぶ

ん2～3年考えれば一橋大学の卒業生が路頭に迷うこ

とはないでしょう。しかしながら、例えば私自身が

大学に入ったのが1985年ですけれども、まさか

1989年にソ連が崩壊するとは思いませんし、まさか

中国がここまで国際社会に参加し、かつ責任ある態

度を取ろうとしていると予測できませんでした。

世界的大競争時代における日本のトップ大学の運命
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今から40年後や50年後まで働き続けることになる

今の学生が何を必要としているのか。もちろん生涯

学習時代ですから、すべてを今学ぶ必要はないわけ

ですけれども、何をそこで取りあえず教えておくべ

きなのか、あるいは留学生に対して何を与えること

ができるとアピールし、学生を集めていくのかとい

うことが本当は問われています。それと同時に研究

をしていく上で、日本の社会科学は何ができるのか

ということをぜひ教えていただきたいと思っており

ます。

最後にまったく違う話をしたいと思います。先ほ

どシンガポールが世界中から大学を集めているとい

う話をしました。シンガポールは成功例といわれて

います。シンガポールにはシンガポール国立大学と

南洋工科大学とシンガポール経営大学があります。

その3つの国立大学あるいは法人化した大学に

対して4つ目の大学を私立で、それもEconomic

Development Boardが主導して、オーストラリア

の大学を進出させることでつくろうという計画があ

りました。これは単純な教育だけを教えるような大

学ではなく、研究まで全部やるような大学、ニュー

サウスウェルズ大学というオーストラリアの大手の

1つの大学を誘致して、そういうキャンパスをつく

るという構想がありました。

これが今年の3月にオープンしました。これはそ

の後、2週間ぐらい前に見たホームページで、これ

も業界の方々は皆さんご存じのことですけれども、

ここに学生さんへと書いてあり、我々はこのシンガ

ポールキャンパスを閉じます。来学期から勉強した

い人はシドニーに来てくださいと書いてあるのです。

消費者保護はともかくとして、大学が国際ビジネス

をやるということはたぶんそういうことなのだと思

います。

非常に不確実な世界の中で高等教育は国際競争を

していて、その中で我々はランキングを考え、たぶ

ん世界競争を考えなければいけないということがポ

イントであると思います。以上、雑ぱくな話で恐縮

ですけれども、これで終わりたいと思います。ご清

聴ありがとうございました。（拍手）
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